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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第104期

中間連結会計期間
第105期

中間連結会計期間
第104期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (百万円) 6,321 6,292 15,071

経常利益 (百万円) 468 604 1,571

親会社株主に帰属する中間
(当期)純利益

(百万円) 308 571 1,097

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 1,171 1,556 2,982

純資産額 (百万円) 10,383 13,627 12,195

総資産額 (百万円) 20,061 23,778 22,383

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 374.80 693.81 1,332.89

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 51.8 57.3 54.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 475 1,257 260

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △428 △143 △701

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △167 △174 △247

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 3,263 3,635 2,695
 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

EDINET提出書類

昭和鉄工株式会社(E01688)

半期報告書

 2/22



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等を背景に緩やかな回復の動きがみられまし

た。一方で、中東情勢の緊迫化に伴う資源価格の高騰に加え、円安の進行や金利の上昇など、先行きは依然として

不透明な状況が続いております。

このような情勢の中で当社グループは、新中期経営計画「責任ある未来に向けて、地球環境・社会・経済・文化

の調和に貢献」を掲げ、2028年度に連結売上高180億円以上、連結売上高営業利益率8.9％以上を実現するため、

・データドリブン経営の推進

・ＤＸ（組織風土改革）とＦＡ（働き方改革）の加速

・志ある自律人財の育成

・ライフサイクル型事業の加速

・サステナブル製品・事業の探索

の重点課題に取り組んでまいりました。

当中間連結会計期間の売上高は62億9千2百万円(前年同期比0.5％減)、営業利益は4億5千8百万円(前年同期比

38.7％増)、経常利益は6億4百万円(前年同期比29.1％増)、親会社株主に帰属する中間純利益は5億7千1百万円(前年

同期比85.1％増)となりました。

 
セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

 

・機器装置事業

機器装置事業につきましては、旺盛な建設需要を背景に空調製品は堅調に推移したものの、熱源製品の出荷

が上期は少なく、また、サーモデバイス機器につきましても、海外市場において、液晶パネル製造装置の国産

化が推し進められたことなどにより、前年同期比で減収となりました。

その結果、当事業の売上高は30億6千8百万円(前年同期比11.5％減)、営業利益は2億1百万円(前年同期比

0.4％減)となりました。

 
・素形材加工事業

素形材加工事業につきましては、景観製品について前期からの繰越工事が多かったことに加え、鋳造品もガ

スタービン関連部品の売上が好調に推移したことにより、前年同期比で増収となりました。

その結果、当事業の売上高は11億4千2百万円(前年同期比36.5％増)、営業利益は9千5百万円(前年同期は営業

損失3千9百万円)となりました。

 
・サービスエンジニアリング事業

サービスエンジニアリング事業につきましては、既設機器の取替工事が好調に推移し、前年同期比で増収と

なりました。一方、利益につきましては、利益率の低い大口案件があったことにより、前年同期比で減益とな

りました。

その結果、当事業の売上高は20億8千1百万円(前年同期比3.1％増)、営業利益は1億6千1百万円(前年同期比

3.9％減)となりました。
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当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ13億9千5百万円増加し、237億7千8百万円となりまし

た。主な要因は、受取手形、売掛金及び契約資産が6億4千6百万円、電子記録債権が13億3千万円減少したものの、

現金及び預金が10億3千9百万円、商品及び製品が3億1千4百万円、仕掛品が1億6千9百万円、投資有価証券が13億2千

万円増加したことによるものであります。

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ3千7百万円減少し、101億5千1百万円となりました。主な要因は、

繰延税金負債が4億9千万円増加したものの、電子記録債務が2億5千4百万円、未払法人税等が2億円が減少したこと

によるものであります。

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ14億3千2百万円増加し、136億2千7百万円となりました。主な要

因は、利益剰余金が4億4千7百万円、その他有価証券評価差額金が9億3千5百万円増加したことによるものでありま

す。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ9億3千9百

万円増加し36億3千5百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動の結果獲得した資金は12億5千7百万円(前年同期は4億7千5百万円の獲

得)となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益8億5千7百万円、売上債権の減少額19億7千7百万円によ

る増加と棚卸資産の増加額4億8千4百万円による減少であります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動の結果支出した資金は1億4千3百万円(前年同期は4億2千8百万円の支出)

となりました。これは主に、投資有価証券の売却による収入2億8千5百万円による増加と有形及び無形固定資産

の取得による支出3億2千1百万円、定期預金の預入による支出1億円による減少であります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動の結果支出した資金は1億7千4百万円(前年同期は1億6千7百万円の支出)

となりました。これは主に、配当金の支払額1億2千3百万円による減少であります。

 
(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの資本の財源及び資金の流動性については、次のとおりであります。

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、原材料の仕入れのほか、製造費、販売費及び一般管理費等の営

業費用であります。投資を目的とした資金需要は、設備の取得によるものであります。

当社グループは、事業運営上必要な資金の流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としておりま

す。

短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達につき

ましては、自己資金及び金融機関からの短期借入、長期借入を基本としております。

 

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

EDINET提出書類

昭和鉄工株式会社(E01688)

半期報告書

 4/22



 

 
(5) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 
(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 
(7) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は3千7百万円であります。

 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,400,000

計 2,400,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 897,000 897,000 福岡証券取引所
単元株式数は100株であり
ます。

計 897,000 897,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年９月30日 ― 897 ― 1,641 ― 532
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

山本　裕治 神奈川県茅ヶ崎市 47 5.79

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神2丁目13番1号 38 4.69

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前3丁目1番1号 38 4.67

株式会社北九州銀行 北九州市小倉北区堺町1丁目1番10号 35 4.34

西部ガスホールディングス株式会社 福岡市博多区千代1丁目17番1号 34 4.18

西日本鉄道株式会社 福岡市中央区天神1丁目11番1号 29 3.53

飯田　泰弘 福岡市南区 26 3.24

渡邊　秀一郎 東京都品川区 22 2.75

飯田　吉宣 東京都品川区 22 2.74

稲田　好美 福岡県福津市 19 2.40

計 ― 315 38.36
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式73千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 73,500
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 815,900
 

8,159 ―

単元未満株式 普通株式 7,600
 

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 897,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,159 ―
 

(注) １. 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権の

数　 1個)含まれております。

２. 「単元未満株式」には当社所有の自己株式44株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
昭和鉄工株式会社

福岡県糟屋郡宇美町大字宇
美3351番地８

73,500 - 73,500 8.19

計 ― 73,500 - 73,500 8.19
 

 

２ 【役員の状況】

(1)役員の異動

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当中間会計期間における役員の異動はありません。

 
(2)役員の報酬等

前事業年度の有価証券報告書「第一部 第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (4) 役員

の報酬等」①提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 及び④

役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項 における業績連動報酬の算定方法について、

2026年6月24日開催の役員報酬委員会において、予定どおり決議しました。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,695 3,735

  受取手形、売掛金及び契約資産 2,722 2,076

  電子記録債権 2,445 1,115

  商品及び製品 339 654

  仕掛品 1,156 1,326

  原材料 625 626

  その他 34 81

  貸倒引当金 △4 △2

  流動資産合計 10,015 9,611

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 1,584 1,584

   その他（純額） 2,405 2,848

   有形固定資産合計 3,989 4,432

  無形固定資産 117 139

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,739 9,059

   その他 533 547

   貸倒引当金 △12 △12

   投資その他の資産合計 8,260 9,594

  固定資産合計 12,367 14,166

 資産合計 22,383 23,778

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 853 828

  電子記録債務 822 567

  短期借入金 3,075 3,050

  未払法人税等 369 168

  その他 1,753 1,767

  流動負債合計 6,872 6,382

 固定負債   

  長期借入金 100 100

  退職給付に係る負債 1,086 1,073

  繰延税金負債 1,739 2,229

  その他 390 365

  固定負債合計 3,316 3,768

 負債合計 10,188 10,151
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,641 1,641

  資本剰余金 1,226 1,226

  利益剰余金 4,567 5,015

  自己株式 △132 △133

  株主資本合計 7,302 7,749

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,472 5,408

  退職給付に係る調整累計額 419 469

  その他の包括利益累計額合計 4,892 5,877

 純資産合計 12,195 13,627

負債純資産合計 22,383 23,778
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 6,321 6,292

売上原価 4,594 4,423

売上総利益 1,726 1,868

販売費及び一般管理費 ※1  1,396 ※1  1,410

営業利益 330 458

営業外収益   

 受取利息及び配当金 149 164

 その他 18 19

 営業外収益合計 167 184

営業外費用   

 支払利息 24 30

 為替差損 － 3

 その他 5 5

 営業外費用合計 30 38

経常利益 468 604

特別利益   

 投資有価証券売却益 － ※2  253

 特別利益合計 － 253

税金等調整前中間純利益 468 857

法人税、住民税及び事業税 106 130

法人税等調整額 52 155

法人税等合計 159 286

中間純利益 308 571

親会社株主に帰属する中間純利益 308 571
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 308 571

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 859 935

 退職給付に係る調整額 3 49

 その他の包括利益合計 862 985

中間包括利益 1,171 1,556

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 1,171 1,556

 非支配株主に係る中間包括利益 － －
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 468 857

 減価償却費 165 187

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △1

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △4 △57

 受取利息及び受取配当金 △149 △164

 支払利息 24 30

 投資有価証券売却損益（△は益） － △253

 売上債権の増減額（△は増加） 1,161 1,977

 棚卸資産の増減額（△は増加） △693 △484

 仕入債務の増減額（△は減少） △211 △278

 その他の資産・負債の増減額 △217 △359

 その他 0 0

 小計 540 1,452

 利息及び配当金の受取額 149 164

 利息の支払額 △23 △30

 法人税等の支払額 △190 △329

 営業活動によるキャッシュ・フロー 475 1,257

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 － △100

 投資有価証券の売却による収入 － 285

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △426 △321

 その他 △1 △8

 投資活動によるキャッシュ・フロー △428 △143

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） － △25

 長期借入金の返済による支出 △50 －

 配当金の支払額 △98 △123

 自己株式の取得による支出 △0 △1

 リース債務の返済による支出 △18 △24

 財務活動によるキャッシュ・フロー △167 △174

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △120 939

現金及び現金同等物の期首残高 3,383 2,695

現金及び現金同等物の中間期末残高 3,263 3,635
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【注記事項】

(中間連結損益計算書関係)

※１ 　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

減価償却費 19百万円 21百万円

退職給付費用 24百万円 9百万円

従業員給料手当 523百万円 534百万円

発送費 163百万円 155百万円
 

 

※２　投資有価証券売却益

当中間連結会計期間 (自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

国内政策保有株式の売却に係るものであります。

 
 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金 3,263百万円 3,735百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円 △100百万円

現金及び現金同等物 3,263百万円 3,635百万円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月25日
定時株主総会

普通株式 98 120.00 2025年３月31日 2025年６月26日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月24日
定時株主総会

普通株式 123 150.00 2026年３月31日 2026年６月25日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計

機器装置事業 素形材加工事業
サービスエンジニア
リング事業

(財又はサービスの種類別)     

　熱源・空調・環境製品 2,888 － － 2,888

　サーモデバイス製品 577 － － 577

　素形材加工製品 － 837 － 837

　サービスエンジニアリング － － 2,018 2,018

計 3,465 837 2,018 6,321

(国又は地域別)     

　日本 3,023 837 2,017 5,878

　アジア(中国・台湾・韓国) 442 － － 442

　その他 － － 0 0

計 3,465 837 2,018 6,321

  外部顧客への売上高 3,465 837 2,018 6,321

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

10 8 － 19

計 3,476 845 2,018 6,340

セグメント利益又は損失(△) 202 △39 168 330
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 330

中間連結損益計算書の営業利益 330
 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計

機器装置事業 素形材加工事業
サービスエンジニア
リング事業

(財又はサービスの種類別)     

　熱源・空調・環境製品 2,806 － － 2,806

　サーモデバイス製品 261 － － 261

　素形材加工製品 － 1,142 － 1,142

　サービスエンジニアリング － － 2,081 2,081

計 3,068 1,142 2,081 6,292

(国又は地域別)     

　日本 3,034 1,142 2,081 6,258

　アジア(中国・台湾・韓国) 33 － － 33

　その他 － － 0 0

計 3,068 1,142 2,081 6,292

  外部顧客への売上高 3,068 1,142 2,081 6,292

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

20 9 － 30

計 3,089 1,152 2,081 6,323

セグメント利益 201 95 161 458
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 458

中間連結損益計算書の営業利益 458
 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項　(セグメント情報等)」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益  374.80円 693.81円

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する中間純利益 (百万円) 308 571

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益 (百万円) 308 571

普通株式の期中平均株式数 (千株) 823 823

 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

 

2026年11月13日

昭　和　鉄　工　株　式　会　社

　　取　締　役　会 　　　 御 　中

 

有限責任監査法人ト ー マ ツ

　　 福 　岡 　事 　務 　所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 寺　　田　　篤　　芳  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 室　　井　　秀　　夫  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和鉄工株式会社

の2026年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、昭和鉄工株式会社及び連結子会社の2026年9月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

EDINET提出書類

昭和鉄工株式会社(E01688)

半期報告書

21/22



 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係

る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせ

る事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関

する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を

表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含

めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表

示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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